
２０２２年１２月
の参考銘柄

●アルベマール（ALB：NYSE）（$ 256.03）
米国の特殊化学品メーカー。電気自動車(ＥＶ)で使われる電池の主要原料であるリチウムの生産世
界大手。ＥＶの普及に伴い需要拡大が予想される。

●インテュイティブ・サージカル（ISRG：NASDAQ）（$ 272.02）
「da Vinci」(ダ・ヴィンチ)で知られる同社の外科手術システムは、高度な施術精度が得られる。
2021年末時点で、ダ・ヴィンチは、各国の医療機関で6730台が稼働。

●リビアン・オートモーティブ（RIVN：NASDQ）（$ 28.58）
アマゾンやフォードが出資する新興EVメーカー。ジョージア州アトランタにEV第二工場を建設する
計画を明らかにし、年間最大40万台の生産を見込む。

●ペイパル・ホールディングス（PYPL：NASDAQ）（$ 74.22）
消費者や販売店に向けて、デジタルやモバイルで決済が可能な技術プラットフォームの提供を手掛
ける。年商500億ドル、アクティブカウント数7億5000万口座を目指す。

●ケーズホールディングス（8282：東証プライム）（100株 1,108円 約11万円）
家電量販店の大手。第2四半期決算発表。2023年3月期の連結業績予想は、売上高前期比0.8%増の
7530億円、営業利益前期比18.6%減の340億円。一株利益は133円76銭予想。配当は44円と1円増配、
配当利回り3.95%（12月7日終値現在）と魅力あり。直営店7店舗を開設して店舗網の強化・経営の効
率化を図った。今年の年末商戦に期待。

●ヤマハ発動機（7272：東証プライム）（100株 3,345円 約34万円）
楽器のヤマハ発祥。二輪車で世界第2位。稼ぎ頭はマリン事業。船外機首位。産業ロボットも強化、
自動車エンジンも製造。アジアを軸とした新興国でのバイク販売が好調、北米で堅調なマリン事業
も供給回復し、通期連結業績予想を上方修正。部品不足や原材料価格高騰はあるものの、新興国向
けの二輪車販売の好調等良好な事業環境は続く。優待制度有。

●ＴＩＳ（3626：東証プライム）（100株 3,695円 約37万円）
情報サービス大手。中国の自動運転EV開発ベンチャーと資本業務提携。MaaSやロボット管理のサー
ビス開発狙う。

●新日本科学（2395：東証プライム）（100株 2,195円 約22万円）
前臨床試験受託の最大手。24年新本社・研究棟移転、受託能力5割増。

カレラ成長日本列島株式ファンド
※ 販売用資料を同封します。詳しくは、目論見書等（目論見書、販売用資料、月次レポートな

ど）をご覧ください。投資にあたっては必ず目論見書をご覧ください。

※ 目論見書等は、本店または黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

日本株

アメリカ株

投資信託

投資信託の買付時の手数料は、
約定代金の３．３％（税込み）です。

2022年12月8日終値

2022年12月8日通常取引終値
国内店頭取引の場合、日本
円で約30万円程度から

＜その他参考銘柄＞
アップル、アマゾン、マイクロソ
フト、アルファベット
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※目論見書は、本店又は黒部支店にて入手できます。担当の営業員にお申し付けください。

投資にあたってのご留意事項
手数料等について

■国内株式

国内株式の売買には、約定代金に対して最大1.265%（消費税込）の委託手数料が必要となります。

委託手数料が2,750円に満たない場合は2,750円（消費税込）

■外国株式

現地委託取引の際の国内取次手数料（消費税込）

約定代金が2.5万円以下の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

約定代金が2.5万円以上の場合・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

現地諸費用：外国取引にかかる現地諸費用（SEC Fee 等）の額は、その時々の市場状況、現地情勢等に応じて決定されますので、

本書上でその金額等をあらかじめ記載することはできません。

「外国証券取引口座」を開設されていない場合は、口座開設が必要となります。

国内店頭取引の場合

当社の定める価格(現地終値の概ね2.5%上下の価格)・為替(午前と午後に基準為替を決定し、その0.5円上下)でのお取引となります。

◎

※

◎

◎

◎

◎

■投資信託

投資信託の場合は、各銘柄ごとに設定された販売手数料および信託報酬等諸経費をご負担いただきます。手数料の料率・額

は銘柄によって異なりますので、ここに具体的に記載することはできません。各銘柄の目論見書等をご覧ください。

◎

主なリスクについて

株価変動リスク◎

政治・経済、社会情勢等の変化により、株式相場等が変動し損失を被るおそれがあります。

信用リスク◎

有価証券等の発行者の信用・財務状況などの変化等により、価格等が下落したり、投資元本を回収できなくなったりするこ

とで、損失を被るおそれがあります。

流動性リスク◎

流動性の悪化または流通市場の混乱により、損失を被るおそれがあります。

為替変動リスク◎

外国為替相場の変動等により、受取金額が増減し損失を被るおそれがあります。

投資信託のリスクは、各銘柄により異なります。各銘柄の交付目論見書等をご覧ください。

当社が取扱う金融商品は、上記リスク等により損失が生じるおそれがあります。商品ごとに手数料等およびリスクは異なりますので、

当該商品の契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をお読みください。

※

このリーフレットは、お客様の投資判断の参考となる情報を提供することを目的としたものです。銘柄の選択・投資に関する最終判断は、お客様

ご自身の判断でお願いします。また、本リーフレットは、信頼できると思われる情報に基づき作成したものですが、その正確性・完全性を保証する

ものではありません。 このリーフレットの内容は、リーフレット作成時における当社の見通しであり、今後予告なく随時変更することがあります。

掲載した銘柄について、我が国の金融商品取引法による企業内容開示が行われていない場合や当社で買い持ち及び売り持ちしている
場合、当社の役職員が投資している場合があります。
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約定代金の１１％

約定代金の１．２％×１．１（最低2,750円）

※
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